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Workdayファイナンシャルマ
ネジメントで未来の財務・経
理組織への転換に着手しよう
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－未来の幕開け－
クラウドベースの
テクノロジーを活用した
財務・経理機能の変革
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デジタルテクノロジーの台頭、急速な都市化の進行、世界の経済力
のシフトといった「メガトレンド」が、世界中の組織に大きな変化をも
たらす前例のない規模の破壊を引き起こしている

その結果、事業部門のリーダーのデータに対する期待の高まりや、法規制
の強化、ビジネスモデルの変化への対応力を維持するため、財務・経理部門
は劇的に変わる必要に迫られている。

最新のサービス型ソフトウエア（SaaS）ソリューションは、こうした要求に応
える重要な機会を財務・経理部門にもたらしている。

リアルタイムデータの提供、説明責任の強化、適応能力の高さが、財務・経
理部門に急速に求められるようになってきている。しかし、従来のオンプレミ
ス型 ERPは、財務・経理部門が迅速に効果的な対応を行うために必要なツー
ルの提供に手間取っている。

テクノロジーこそが変革を実現する鍵であるという認識に立ち、どうすれば
財務・経理部門のリーダーがクラウドベースのテクノロジーを活用して変革
に着手できるかを検討する。

SaaSソリューションは、顧客管理・人事管理から経費管理に至るまで、エン
タープライズアプリケーションを展開する際に外せない選択肢に急速になり
つつある。SaaSソリューションの勢いと注目度の高まりを踏まえ、市場をリー
ドするSaaSプロバイダーであるWorkday について検証し、そのファイナン
スソリューションが財務・経理部門の役割をどのように変えることができるか
－何を提供できるか、なぜ他と違うのか－について理解を深めていく。
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財務・経理の未来
組織の運営環境は、急速な都市化の
進展、人口構造の変化、世界の経済力
のシフトなどの「メガトレンド」によっ
て絶えず変化している。これらのメガト
レンドが競争の激化、新たなテクノロ
ジーの創出、顧客期待の変化を促して
いる

企業は競争力を維持するために、人
材やプロセス、組織、テクノロジーの変
革を進めている。組織がソーシャル、モ
バイル、アナリティクス、クラウドの各テク
ノロジーの活用を目指す中、財務・経理、
人事、顧客管理、調達などの領域でSaaS
アプリケーションの導入が当たり前のよ
うに広がっている。これによって、財務・
経理部門は、事業部門と連携・協力し、
統制と監査能力を組み込んだペーパー
レストランザクションの実行を通じて基
本に忠実な業務を遂行できるようになる。

財務・経理部門にとって重要な点は、
リアルタイムデータと予測分析によって
イノベーションとインサイトを提供するこ
とにある。パフォーマンスと報酬は、商
業的、社会的、経済的価値による事業の
成果に基づいて測定される。売上成長、
業務効率化、収益性向上の促進に向け
た事業部門との連携において、財務・経
理部門は重要な役割を果たす。

ペーパーレス 
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果的なイン
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ソーシャル
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オペレーション
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財務・経理

クラウド

柔軟な
プロセス

商業的・社会的・経済的価値による事業の成果に
基づいてパフォーマンスと報酬を測定する能力

基本に忠実な業務の遂行：統制と監査能力を組み込んだ
トランザクションアクティビティの実行

事業部門との連携

外部ステークホルダーとの仲介
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なぜ変革が必要なのか？

メガトレンドは、組織や組織運営のあり方、ビジネスのやり方を根本から変えるようなマクロ経済的課題を突きつけている。
こうした状況が財務・経理に与える影響について概説する

都市生活へのシフトと人口集中に
よってメガシティーが形成されている。

メガシティーは情報へのアクセスと
ソーシャルメディアの普及率を高める。
これによって、ビジネスを含む生活の
あらゆる面で情報の即時性に対する
ニーズが生まれる。

財務・経理部門は、リアルタイムア
ナリティクスを提供し、有益なビジ
ネスインサイトを顧客に届けられる
ようにする必要がある

1980年～1990年代半ばに生まれ
た世代や「デジタルネイティブ」世代
が今後経済活動の中心となる。こうし
た世代はエンドカスタマーであれビ
ジネスユーザーであれ、常に繋がっ
ていることを期待する。

顧客中心主義の徹底に対応するた
めに柔軟なプロセスとシステムが
必要となる

ビジネスユーザーは、協働ツール
や、シンプルなコンシューマーウェ
ブ対応ユーザーエクスペリエンス、
常時のモバイルアクセスを期待す
るようになる

地理的要因や資源の状況が変わ
り、市場での競争が激化している。組
織は業務の効率化と売上成長機会の
追求に一段と力を入れている。

こうした動きは、政治的、経済的、
社会的、技術的、法的、環境的影響
に関する説明責任の拡大を伴う。

経営判断を促し、組織の売上成長、
業務効率化、収益性確保を支援す
るプロセスやテクノロジー、スキル
が財務・経理部門には必要となる

最近のベンチマーク調査
（PwCグローバルファイ	
ナンスベンチマークレポー
ト2015）の結果：

市場適合性：
競争が激化する中、企業は生き残りに苦戦
している

ビジネスインサイト：
ビジネスインサイトの提供に十分な時間を
割けていない

50％
2000年にFortune 
500に名を連ねた企
業のうち、すでに半
数が買収・倒産により
消滅している

23％
平均的な財務・経理
部門がインサイトの
提供に割く労力の
割合は23％にすぎ
ない

急速な
都市化の進行

人口構造の
変化

世界の
経済力のシフト
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市場課題への対応力を維持し、自社
組織にメガトレンドの影響への理解を促
すために、財務・経理部門が劇的に変わ
る必要があるという見方をこの調査結果
は裏付けている。

財務・経理部門のリーダーは、大きな
事業機会をもたらす変化を迅速に予測・
評価する取り組みを始めるべきである。

 

ファイナンスプロセスをより効果的にするための優先課題トップ5

出典：PwCファイナンスベンチマークデータ、パフォーマンス調査 － ファイナンスフィードバック2015年 

トップパフォーマー：
先進的な財務・経理機能は事業分析の拡充とコスト削減に注力している業務プロセスに時間がかかりすぎている

 

80
多くの企業が予算策
定に80日以上かけて
いる

20％
データの収集よりも
分析に20％多く時
間を費やしている

40％
先進的な財務・経理
機能（上位25％）は
平均的な財務・経理
機能より40％コスト
が低い 

新たなテクノロジー、コミュニケーション 
の改善、より協調的なプロセスは、財務・
経理機能 が 加速 する変化 の 一歩先を 
行くための重要な鍵であると認識されて
いる。

先進的な財務・経理機能はすでに変革
への挑戦を始めている。

56%

53%

44%

43%

42%他部門のかかわり方、関係性の改善

ファイナンスプロセスに係る 
人員のスキルや能力の開発

ファイナンスプロセスに係る協力体制の改善

コミュニケ―ションプロセス・方法の見直し

ファイナンス関連システムの改善
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新しい事業環境を乗り切る

この変化し続ける市場において、現代
の財務・経理部門のリーダーは、自社
の事業に一層精通し、意思決定プロセ
スの改善を促し、投資、収益性、利益率
などの領域にも積極的に関与しなけれ
ばならない

財務・経理部門はよりダイナミックで積
極的な役割を担い、変化がなく融通の
利かないプロセスや統制から、適応性に
富んだ機動的かつ柔軟な財務・経理モ
デルへの移行を促進すべきである。ここ
では、事業部門が必要とする財務・経理
サービスについて、効果的な財務・経理
部門の差別化特性および変革実現の手
段としてテクノロジーを活用する方法と
ともに説明する。

ナビゲーション
適応性に富んだプロセスとリアルタイムに近いレポーティング、迅速
なアナリティクス、ダイナミックかつ統合的な予測機能を備えたより
柔軟性の高いシステム

成長戦略を支援する

メディエーション
幅広いステークホルダーと連携する対外的代表としての役割を担い、
インタラクティブなビジネス環境を促進する

業績とより広範なステークホルダー層への影響を効果的に共有する

コネクティビティ
別々の機能領域、システム、プロセスをより効率的に結び付ける先
進テクノロジーと統合リソース

組織をつなぐ

レジリエンス
不測の事態に備えた定性的な計画策定、予測分析の活用、リスク軽
減計画策定などにより、組織の適応能力の向上を図る

事業部門と財務部門のレジリエンス向上を促進する

財務・経理サービス：
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新しい事業環境を乗り切る

デジタルの四つの主要な側面を組み
合わせることで、企業は変化し続ける
市場で新たな価値を見いだすことがで
きる

変革実現の手段としてテクノロ
ジーを活用する

先進的な財務・経理機能を特徴付ける差別化の重点領域

財務・経理の特性：

企業が成功するためには、デジタル戦
略を策定するだけではもはや不十分であ
り、デジタル時代に合ったビジネス戦略
が不可欠となる。

従来のオンプレミス型 ERPソリュー 
ションは、財務・経理部門が市場の要求
に迅速かつ効果的に対応するために必
要なツールの提供に手間取っている。こ
れに対して、クラウドテクノロジーは、ビ
ジネスの機動性、有用性、インサイトを
向上させる機会を提供している。

SaaS によるデジタル破壊は、ERPソフ
トウエアの状況を次第に変えつつある。
SaaS 導入の勢いは急加速しており、クラ
ウドテクノロジーが従来の ERP に代わる
信頼できるソリューションを提供する状
況を私たちは目の当たりにしている。今
ではあらゆる主要ソフトウエアベンダー
がエンタープライズ・クラウド・ソリュー
ションへの投資に力を入れており、従来
の ERP がサポートされなくなるのは時間
の問題である。

ソーシャル

アナリティクス

モバイル

クラウド

基本に忠実な業務を遂行する － 統制と
監査能力を組み込んだトランザクション 
アクティビティを効率的かつ効果的に
実行する

真のビジネスインサイトを生み出し、通
常業務を離れてアドバイザリー業務を
専任で担当するビジネスパートナーを
提供する

斬新なインサイトとイノベーションをも
たらす多様なアプローチとアイデアを
持った財務・経理人材に投資する

将来を見通す目を持ち、リアルタイム
データ分析と可視化ツールを活用し、
情報を競争力に繋がる知識に変える優
れた能力を持つ

主に商業的・社会的・経済的価値による
事業の成果に基づいてパフォーマンス
と報酬を測定する

£
＝
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テクノロジーはどのように	
財務・経理の変革を可能にするのか

組織は最新のテクノロジーを活用するこ
とで未来の財務・経理機能への変革に
着手できる

市場をリードするSaaSプロバイダー
の Workdayを例として取り上げながら、
次の点を理解する。

1.	� Workday はどのように財務・経理の
変革を可能にするのか

2.	� Workday は何を提供するのか

3.	 Workday はなぜ他と違うのか

Workday を他の主要テクノロジーと
比較して検証することによって、変革を
支援するために今 Workday にできるこ
とを理解する。

Workdayは、コンシューマー・インターネット・エ
クスペリエンスと最新のウェブ技術を組み込ん
だエンタープライズソフトウエアを設計・開発し
ている。そのため直感性に優れ、操作が覚えや
すい。

先行入力検索やファセットナビゲーションを使う
ことで、ユーザーは簡単に情報を探すことがで
きる。

設定変更可能なユーザーインターフェースを採
用して使い勝手を高めている。ビジネスイベント
とアクショナブルアナリティクスの考え方に基づ
き、ユーザーは単なるトランザクションの処理だ
けでなく、アプリケーションとインタラクティブな
やり取りができる。

Workdayは、各従業員、機能、組織が主要なビ
ジネスプロセスにおいて協力し、関係者間で情
報を共有できるプラットフォームを提供する。

Workdayのインメモリアーキテクチャにより、ア
ナリティクスエンジンは後付けのボルトオン型
ではなくシステムに直接組み込まれている。そ
のため、ドリルダウンやアナリティクスを全ての
画面に行き渡らせることができる。

Workdayはビジネスイベントの把握とビジネス
インサイトの提供を効果的に行う。

強固な情報基盤を確保できるだけでなく、その
情報基盤により速く－意思決定の瞬間にも－
アクセスできることから、組織の利益のために、 
より適切かつ賢明な経営判断ができるように 
なる。

リアルタイムのアクショナブルアナリティクスは、
顧客関係、相互連携、顧客エクスペリエンス全
般を向上させる仕組みを提供する。

Workdayはモバイル環境で働く従業員向けに
一から作り上げられている。Workdayのアプリ
ケーションは全て最初からモバイル対応であ
り、追加ソフトウエアは不要でライセンス料もか
からない。

ウェブブラウザを備えたインターネット接続が
可能なデバイスであれば、Workdayのリアルタ
イムデータにアクセスできる。追加のモバイル・
テクノロジー・プラットフォームは必要ない。

Workdayは、現代のテクノロジーに精通した
ユーザー向けのモダンなユーザーインター
フェースとモバイルエクスペリエンスを提供す
ることはもちろん、スマートフォンやタブレットな
どの小型携帯デバイスでも簡単に利用できる。

Workdayは初めからクラウドソリューションとし
て提供されている。

クラウドソリューションは、導入の手間も時間も
費用も少なくてすむ。ハードウエアのコストも 
かからず、運用コストも削減できるため、総所有
コストはオンプレミスソリューションよりも低く
なる。

Workdayの自動アップデートプロセスによっ
て、全ての顧客が常に最新バージョンを利用す
ることになるため、Workdayの開発者は旧バー
ジョンのサポートに追われることなく継続的な
イノベーションに注力できる。

ソーシャル

アナリティクス

モバイル

クラウド

ユーザーエクスペリ
エンスの向上 迅速な展開 所有コスト

の低下
継続的なバージョン

アップデート
市場をリードする

テクノロジー
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Workdayは一貫性のあるユーザー	
インターフェースを持った、単一のコー
ドに基づく単一のアプリケーションに、
財務会計、調達、経費、人事、給与管理
の機能を組み込んだ統合プラットフォー
ムである。Workdayには、ガバナンス、リ
スク、コンプライアンスの統制機能が備
わっている

変革を支援するために、今 Workday
にできること：

•	 �全社のバックオフィスにリアルタイムア
ナリティクスを提供する

•	 �モバイル環境にある分散した財務・経
理組織を支援する

•	 �ガバナンス、リスク、コンプライアンス
の統制機能を組み込む

•	 �財務・経理スキルを事業部門に浸透さ
せる

•	 �ベストプラクティスの標準プロセスを
提供して 組織全体 の 標準化 を 推進 
する

•	 �協働イノベーションと自動アップグ	
レード

•	 �100％クラウドベースの純粋なサービ
ス型ソフトウエア（SaaS）

•	 �最高財務責任者（CFO）が最高業績責
任者（CPO）になることを可能にする

•	 �適応性に富んだプロセスと柔軟性の
高いテクノロジー

•	 �コンシューマーウェブから設計のヒント
を得ているため、操作が覚えやすく、な
じみやすい

•	 �単一の共通プラットフォームに支えら
れた充実した顧客コミュニティ

•	 �ファイナンスと人事に単一のデータソー
スを使用

「Workdayのおかげで、単なる数字の報告から、数字を
分析し、その結果をビジネスに生かす段階まで進むこと
ができました」

米国を本拠地とする旅行サイト会社、売上高8億ポンド*、従業員数2,700人* 、47カ国で事業を 
展開

*2014年12月時点

Workday統合アプリケーションスイート

企業向けに構築 クラウド上でのサービス提供

プランニング
単一のコンシュー

マー向けUI

設定可能な　　　
ビジネスプロセス

インメモリ
オブジェクト

インテグレー
ションクラウド

レポーティングと
アナリティクス

セキュリティ

アクショナブル
アナリティクス

コアとなる
グローバル

モバイル コラボレーション

単一コードライン
テクノロジー基盤

在庫

調達

経費

プロジェクト
財務会計 人材情報

採用

タレント

ラーニング

勤怠

給与計算

働き方に合わせた設計
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Workdayの差別化要因

Workdayファイナンシャルマネジメント
は、人事・給与管理と一元化した適応性
に富んだグローバル基盤上に構築され
ている

単一のプラットフォーム
単一 の 統合 プ ラットフォー ム の 導

入は極めて大きなメリットをもたらす。
Workdayファイナンシャルマネジメント
は、人事・給与管理と一元化した適応性
に富んだグローバル基盤上に構築され
ている。その導入によって、組織のバッ
クオフィス機能全体で可視性、統制能力、
一貫性が高まる。

•	 �グローバルな人事、財務・経理システ
ムが、一つの共通した見方を提供する

•	 �内蔵されたアナリティクス機能とレポー
ティング機能によって、人事、財務・経
理データ全体のリアルタイムかつ実用
的なドリルダウンが可能となり、その結
果をビジネスに生かすことができる

•	 �データソースが一つになるため、デー
タの正確性が高まり、タイミングのず
れがなくなる

「SaaSソリューションのメ
リットは、導 入 のスピード
とコスト、ランニングコスト
の低さ、モバイル接続性、
レポーティングの柔軟性な
ど、初めから明らかだった」

米国を本拠地とする不動産管理会社、売上高
17億3,000万ポンド*、従業員数1万6,000人*、 
60カ国で事業を展開

*2013年12月時点 

•	 �単一の一貫したセキュリティモデル、
データ辞書、シンプルな組織モデル 
設計

•	 �財務 パフォーマンス、業務 パフォー 
マンス、従業員パフォーマンスを関連
付けられる

•	 �技術環境がシンプルなため、人事、財
務・経理、給与計算の間を調整するこ
となく、スムーズかつスピーディーに
導入できる

•	 �バックオフィス全体で購買力が高まる
とともに、IT 運用費を削減できる

•	 �フロントエンド統合によって、一貫性の
あるユーザーエクスペリエンスと、トレー
ニングコストの削減を実現できる

•	 �多機能サポートモデル全体にシェアー
ドサポートモデルとツールを活用する
ことで、レスポンス時間の短縮とサー
ビスの質の向上が図れる
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事例研究

不動産管理会社
本拠地米国、売上高17億3,000万ポンド*、従業員数1万6,000人*、 
60カ国で事業を展開 

どのような経営課題を抱えていたのか、SaaSソリューションへの移行を決めた理由
は何か？ 

当社は60カ国で事業を展開しており、その多くで別々の財務会計システムを
利用している。月次業績をまとめるのに多大な時間と労力とリソースを費やして
おり、経営情報（MI）は過去にさかのぼった地域別損益の総括に限られている。
こうしたレポーティング能力は、柔軟で勤勉で連携し合った従業員たちが顧客対
応に専念し、顧客中心の充実したレポートから有益な情報を得られるようにする、
という当社の目指す状況とはかけ離れていた。Workday の導入によってこの目
的を果たし、リアルタイムの経営情報の提供と財務統制の強化を実現しながら、
同時に運用コストを削減できる。

変化を起こすに当たって障壁はあったか、それをどう克服したのか？
障壁はほとんどなかった。当社のレガシーシステムは経営陣が求める経営情

報や分析データを生み出すことができていなかったため、変化を起こすに当たり
障壁はほとんどなかった。システム変更への投資が決定すると、次にSaaS か従
来の ERP のどちらにするかという問題が持ち上がった。

SaaSソリューションのメリットは、導入のスピードとコスト、ランニングコスト
の安さ、モバイル接続性、レポーティングの柔軟性など、初めから明らかだった。
Workday が当社のビジネスに合致することや、世界規模で活用が広がっている
ことが分かると、Workday の採用に向けた説得力のあるビジネス事例をすぐに
提示することができた。

その基礎技術がもたらす財務・経理の組織や役割への主な影響として何が考えら
れるか？

Workday は財務・経理組織を根本的から変える。単なるトランザクションの処
理から、データの解釈へと移行するだろう。分析能力が高まることで、マネージャー
はより多くの情報と知識を得ることができ、従来の ERPソリューションを使ってい
た場合よりも、当社のビジネスが発展するスピードも機動性も増すだろう。 

*2013年12月時点
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ビジネスの観点から	
財務・経理に関するインサイトを提供する

従来のシステムは、一般的に会計コード
ブロックを中心としている。このコードブ
ロックは柔軟性に欠け、発生する全ての
会計トランザクションの標準的な情報を
捕捉する

 

一部のトランザクションには関係があるが、それ以外のトランザクションには関係が
ないビジネス情報は多数存在するため、コードブロックは限定的になり得る。多くの場合、
こうした情報は取りこぼされる。ビジネスインテリジェンス（BI）システムは、情報のギャッ
プを埋め、より包括的なビジネスに役立つレポーティングを提供するために開発された。

会社 勘定科目 部門 製品 コスト 
センター

Account

Company

Account

Company

Department

Account manager

Campaign

Department

Project

Sales manager

Customer

Account

Company

Supplier

Cost centre

Cost centre

Region

Product

Region

Product Channel Channel

Workdayは「ワークタグ」という画期的な概念を採用している
ワークタグによってトランザクションにラベル（タグ）を付けて組織のニーズ

に当てはまる情報や進行中のビジネスイベントに関連する情報とひも付ける
ことができる。

データへのラベルの付け方には柔軟性を持たせているため、組織はそれぞ
れのイベントやトランザクションについて、誰が、何を、どういう理由で、どこで、
いつ行ったかを特定・追跡することができる。

ビジネスイベントと関連するワークタグ

例1：
物品の購入

例2：
サービスの購入

例3：
商品売上

財務・ 
経理

営業・
マーケティング

調達・
オペレーション

勘定科目 勘定科目 勘定科目

セールス
マネージャー部門

コストセンター仕入先 製品

部門

会社 会社 会社

顧客アカウント
マネージャー

地域コストセンター 地域

キャンペーン

チャネル製品 チャネル

プロジェクト
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事例研究

本拠地アイルランド、売上高14億ポンド*、従業員数1,400人*、11カ国で事業を展開

どのような経営課題を抱えていたのか、SaaSソリュー	
ションへの移行を決めた理由は何か？

新たな ERPソリューションを探していた当時、当社
ではロンドンに設置したサーバー上で古い会計システ
ムを運用しており、他の事業所の各部門は、サービス
待ち時間が極めて長い状況の中、リモートでシステム
にアクセスしていた。私たちの主な優先事項は、会計
システムの機能を向上させて、会社の成長に伴い合わ
なくなったレガシーシステムの制約の大部分を解消す
ることにあった。しかし、遠隔地からの接続速度と繋が
りやすさも重要な要素だった。

私たちは、自社運用、ベンダー運用、クラウド運用と
いう3段階のソリューションを検討した。ベンダー運用
とクラウド運用の違いは解釈の問題とも考えられるが、
実際にはソフトウエアが最初からクラウドベースで設
計されたか、そうなるように後で少し手を加えたかどう
かの違いと言えた。

レガシーシステムを使ってきた経験から、別の ERP
ソリューションを自社で運用することには消極的であり、
ベンダー運用とクラウドベースのソリューションに的を
絞ることにした。当社自体がテクノロジー企業であるた
め、新しいものを試すことに不安はなかった。

当社の人事部門が1年前に人材管理ツールとして
Workday を導入していたが、それは一つの検討材料
にすぎず、最終的な判断の決め手ではなかった。

検討したソリューションは全て、既存のシステムより
も優れていた。他でもなくWorkday のクラウドソリュー
ションを選んだ要因は、大部分がその基盤技術に関連
していた。繋がりやすさは事業所や自宅を問わずどこ
からでも同じであり、アップグレードも不定期で業務の
中断を伴うものではなく、定期的に逐次行われる。

変化を起こすに当たって障壁はあったか、それをどう克
服したのか？

導入 に当 たっての 主 な 課題 は、Workdayと従来
の会計パッケージとの大きな違いに起因していた。
Workday は従来のメニュー構造を持たず、検索を中
心に構築されており、操作はキーボードではなく完全
にマウスで行う。カスタマイズではなく設定で調整した
システムに従業員が慣れて使いこなせるようになるま
でに2カ月～3カ月かかっている。

その基礎技術がもたらす財務・経理の組織や役割への
主な影響として何が考えられるか？

今のところは順調に運んでいる。遠隔地にある営業
所のスタッフは応答が速くなり機能が向上したことを
喜んでいる。最初のアップグレードが行われたばかり
だが、さほど時間はとられなかった。

これまでに認識されたメリット

•	 �現在はクラウド上でペーパーレスの発注書・買掛金
管理を行っているため、マネージャーが出先からモ
バイル端末でトランザクションを承認できるようにな
り、同時にシステムは監査証跡を確実に記録してい
る。電子メールで承認を求めていた日々は過去のも
のとなった。

•	 �人事部門は、私たち財務・経理部門が承認手続きに
使っているのと同じシステムで当社の組織体制を維
持管理しているため、承認経路の不一致を心配する
必要がない。

*2014年12月時点

デジタルエンターテインメント会社
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変化は常にリスクと不確実性を伴う。
新しいシステムに移行するときには、そ
の移行を実際よりも困難に見せるよう
な主張や根拠のない社会通念が語ら
れることが多い

私たちはこうした社会通念を打破す
るため、よく指摘される障壁を取り上げ、
Workday 導入を阻む障壁について検
証した。

障壁

クラウドは私が必要とするセ
キュリティとガバナンスを提供
しない

•	 Workdayは全ての製品とプロセスに厳しいセーフ
ガードを組み込み、これを継続的にアップデートして
いる、そのセキュリティ、機密性、利用可能性、プライバ
シー管理について第三者による厳格なコンプライアン
ス監査を頻繁に受け、これに合格している。Workday
はISO 27001認証および信頼できるクラウドサービス
に与えられるTRUSTe認証を取得している

•	 コンプライアンス基準がWorkdayのソリューションの
中心に組み込まれている。Workdayはシステム内の全
トランザクションの完全な監査証跡を提供するため、
誰がどの変更をいつ行ったのか追跡可能であり、内蔵
された役割ベースの内部統制によって職務分掌の徹
底や規制当局報告のサポートも可能である

財務・経理機能の要件に関し
て、クラウドベースのソリュー
ションの成熟度は十分でない。
基本に忠実な業務を遂行でき
るという確信が持てる必要が	
ある

•	 Workdayは、融通の利かないコードブロックに縛られ
ることなく、従来の総勘定元帳と同様の財務会計報告
機能を提供できる

•	 Workdayは、記載されたビジネスイベントの把握と記
録を行うことによって、会計情報やビジネス情報を提
供する

•	 特定のビジネスイベントに関連する情報要件によって
定義・決定される相関チェックのルールに従って、勘定
科目と会社が必須項目として設定されている

•	 世界的に事業を展開する組織を支援するため、グロー
バル要件、例えば、複数の通貨、複数の言語、複数の帳
簿など「複数」に対応できる機能がシステムの中心に
組み込まれている

従来のERP会計システムは、ト
ランザクションを保存するデー
タベースとアナリティクス用の
データベース（データウェアハ
ウス、キューブなど）が別になる
ように設計されていた。クラウド
ベースのテクノロジーでは、私
の複雑なレポーティングニーズ
を満たすことはできないだろう

•	 Workdayは最初から、その技術アーキテクチャの中
でインメモリコンピューティングの概念を活用する
ために財務会計アプリケーションを設計している。
Workdayを使えば、別のデータウェアハウスを持つ必
要はなく、全てのデータをレポーティングに使うことが
できる

•	 単一の統合プラットフォームであるため、レポーティン 
グやアナリティクスが全社のバックオフィス（財務会
計、調達、プロジェクト、人事、給与計算）で実施で 
きる

従来のERP会計システムは会
計処理や財務報告作成のため
に設計・構築されていた。長年
使われてきたものなので、従来
のERPの方が間違いなく信頼
できるのではないか？

•	 Workdayは財務報告や法定会計報告のために主要
なデータフィールドを維持管理しており、全社の会計
処理を完全に実施できるが…

•	 組織が「コードブロック」に縛られないため、レポーティン 
グやレポーティング内容の変更がはるかに容易にか
つ効果的になる

社会通念の打破	
変化への障壁
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「現在はクラウド上でペー
パ ーレスの 発 注 書・買 掛
金管理を行っているため、 
マネージャー が 出 先 から
モバイル端末でトランザク
ションを承認できるように
なり、同時にシステムは監
査 証 跡を確 実に記 録して 
いる」

アイルランドを本拠地とするデジタルエンター
テインメント会社、売上高14億ポンド*、従業員
数1,400人*、11カ国で事業を展開

*2014年12月時点

障壁

定期的なアップグレードは途方
もなく高額になるとみられ、か
かる労力やコストを考慮して自
分でアップグレードの時期を選
ぶことができなくなるだろう

•	 SaaSソリューションは、業務を中断しない継続的なイ
ノベーションとアップデートによって、全ての顧客が常
に最新バージョンを使えるように設計されており、顧客
はアップグレード作業に時間をとられることなく新しい
イノベーション、特長、機能を活用できる

•	 Workdayによって、カスタマイズしたコードの訂正や
調整、アップグレードの手間が省け、その分、事業部門
のサポートに時間やリソースを多く割くことができるよ
うになる

•	 Workdayは一つのバージョンだけを維持しているた
め、開発リソースは旧バージョンの保守ではなくイノ
ベーションに集中している

•	 問題が生じた場合、Workdayはその問題を一旦解決
すれば、あらゆる場所の同じ問題も解決できる

クラウドベースのアプリケー
ションは融通が利かず、変更も
できない

•	 Workdayでは、組織、ビジネスプロセス、レポートが柔
軟に設定可能で、動的にリンクされている

•	 Workdayの設定方法は個々の顧客のニーズに対する
柔軟性を備える一方で、全ての顧客がリリースと同時
に最新のバージョンを使えるようになっている。それに
対して、従来のERPのカスタマイズは、アップグレード
が複雑でコストがかかる

•	 保守作業の多くは専門的なITスキルを必要としない。
例えば、ワークフローの変更は職務能力を備えたチー
ムで実施できる

クラウドベースのアプリケー
ションはまだ十分に成熟してお
らず、グローバル展開に必要な
ローカリゼーション機能を持た
ない

•	 Workdayは、組織が各地の法定要件を設定するため
に必要なデータや柔軟なワークフロー、レポーティン
グ機能を提供している

•	 Workdayファイナンシャルは国際的に広く利用され
ている（欧米やアジア太平洋地域の30カ国以上で 
稼働）

•	 世界中で利用が拡大しているため、標準のアップグ
レードサイクルの中でローカリゼーションのサポート
要件を継続的に策定・公開している

新システムへの切り替えには高
いコストがかかるだろう

•	 Workdayへの移行を評価する際には、総所有コスト
をレガシーアプリケーションと比較する必要がある。
複数の領域でコスト削減が達成されるが、これを効率
性や価値向上への影響と切り離して考えるべきでは 
ない

–– ハードウエアの保守やソフトウエアのプログラミング
と開発に必要なIT要員の数が減少する

–– カスタマイズを繰り返しやり直す必要がなくなるた
め、アップグレードが簡単になり、コストも抑えられる



16 The future starts now －未来の幕開け－

戦略策定から実行まで

新しいテクノロジー、グローバリゼー
ション、変化する顧客の期待が組織の
運営環境を形作っている今、財務・経
理機能は大きな機会をもたらす変化を
迅速に予測する必要がある

貴社の財務戦略はデジタル時代に
合っているだろうか？

現行 ERP の既存ベンダーによるサ
ポート期間がどのくらい継続するかご
存じだろうか？

自社のバックオフィス機能の効率性
を競合他社と比較して評価したことが
あるだろうか？

事業部門のリーダーが必要とするデー
タをリアルタイムにモバイル上で提供
できているだろうか？

PwC は、クライアントのバックオフィ
ス戦略の策定から実行までを支援して
いる。当社は Workdayとグローバルに
提携し、この革新的なSaaS 技術に関連
する幅広いサービスを提供している。

SaaS へのシフトは本格化しており、
それがビジネスにもたらすメリットは明
らかである。成果を最大限に生かすた
めに、人材、プロセス、テクノロジー、組
織設計といったあらゆる側面を網羅し
た変革戦略を立てる必要がある。SaaS
技術の導入は、ビジネスプロセスから
サポートモデルの設計、企業風土に至
るまで、組織運営のあり方に大きな変
化をもたらす。クラウド導入の影響と、
統合やデータ移行・設定などの技術的
課題を最初から十分に理解し、対処し
なければならない。

クラウドがもたらすメリットと機会を
最大化するには、プランニングから実
行に至るまでの、インサイト、効率性、
統制に対する戦略的アプローチが鍵と
なる。

ビジネスインサイト

•	 戦略とプランニング
•	 予算策定と予測
•	ビジネス分析
•	 �パフォーマンス向上プ

ロジェクト
•	タックスプランニング

トランザクションの効率性

•	 買掛金
•	 出張旅費・経費
•	 与信管理
•	 請求
•	 売掛金
•	 一般会計
•	 財務／外部報告
•	マネジメントレポート

コンプライアンス・統制

•	 資金管理
•	 内部監査
•	 �プロセス統制とコンプラ

イアンス
•	 �税務会計とコンプライ 

アンス

PwCの標準的なファイナンスプロセス

ビジネス
インサイト

コンプライアンス・
統制

効率性

以下を提供するため
に、事業部門と効果的
に協力する

事業部門に制約を 
課さずに持続可能な 
コストバランスを保つ

以下の方策を講じて、
タイムリーかつ費用効率 
の高い方法で業務パフォー 
マンスを向上させる

優れたビジネスパートナー
持続可能な事業成長
適切かつタイムリーな
パフォーマンス管理情報

リスク管理の最適化
将来の規制変更に対する柔軟
性の維持

テクノロジーの活用によるプロセスの
簡素化
非コア業務へのアウトソーシングやシェ
アードサービスの活用

組
織

事
業

部
門

と
連

携
するための

適
切

な
業

務
モ

デルがあるか

有効に活用できているか

テクノロジーをどの程度
テクノロジー

人
材

資質と能力を
備

え
た

人
材

が

十分にそろっ
て

い
る

か
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「従来のERP環境では、システムに変更を加えるためには
コンサルタントに依頼する必要があり、費用が1時間当
たり200ポンド、日数が14日かかっていた。Workdayで
あれば、誰かが『このプロセスを変えてほしい』と言えば、
30分で新しいプロセスを実装できる」

デンマークを本拠地とするエンジニアリングコンサルタント会社、売上高9億6,000万ポンド*、 
従業員数1万2,000人、20カ国で事業を展開

*2014年12月時点
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日本におけるクラウド型ERPの未来とWorkday

日本においてもクラウド型ERPへの関
心は高まってきており、IT部門が業務
システム再構築を検討する際の検討
対象に加え始めている。このような変
化の先に本当にクラウド型ERPへのシ
フトが起こるのだろうか？

日本は欧米諸国と比べて商習慣が複
雑で企業ごとに異なる業務プロセスを採
用しているケースが多い。個別要件への
対応が難しいクラウド型 ERP へのシフト
は、果たして日本で本当に起こりうるの
であろうか。この命題について、今後日
本市場は以下三つのパターンに分類さ
れていくと考えられる。

第一に、クラウド型 ERPシステムを最
先端技術と組み合わせ、新たな業務運
用を取り入れるパターンである。近年の
急速なテクノロジーの進化によりその機
能性能が向上しているRPA（ロボティック・
プロセス・オートメーション）との併用導
入もその一つである。クラウド型 ERP に
取り込めなかった業務を RPAで実装す
ることにより、システムのサービスレベル
が維持できる。さらに、従来のシステムで
も、人的業務として残っていた非効率な
手作業や簡単な判断業務についても自
動化することが可能となる。他にも、デー
タの入力やクレンジングにAI を使用す
るなど、多様な最先端技術と組み合わせ
た業務運用が実現できれば、クラウド型
ERPに抱くイメージが大きく変わるだろう。

第二に、変化に対して柔軟に対応でき
る文化を有している企業のパターンであ
る。それは、近年発展が著しい新興企業
やデジタル系の企業において多くみられ
る。伝統的な企業が抱えるような属人化
した業務プロセスが少なく、また新しい
ものへのチャレンジ意欲に溢れている。
このような企業は UI ／ UX に優れたクラ
ウド型 ERP を好んで選択する傾向にあ
る。また、グローバルにおけるビジネス
が当たり前であるため、日本特有の商習
慣をシステムに取り込むのではなく、グ
ローバル標準の業務プロセスを前提と
するダイナミズムを持っている。クラウド
型 ERP はグローバルにおける利用に関
して、機能面・アクセス面ともに従来の 
オンプレミス型 ERPよりも優位性が高い
ことから、クラウド型 ERP の導入を検討
する企業が増えてきている。

第三はクラウド型 ERPを選択しないパ
ターンである。たとえクラウド型 ERP の
機能がより一層拡充したとしても、このよ
うな選択をする企業は存在するだろう。
オンプレミス型 ERPとカスタマイズやス
クラッチ開発で自社の業務プロセスを完
全に再現することを望む。しかし、近い
将来、オンプレミス型の ERP の供給は終
焉を迎え、自社でサーバーなどの付加価
値の低い資産を保有することの人件費
を含むコスト負担にメスが入る時が来る
だろう。

そしてWorkdayがもたらす変革とは？

PwCは「Finance Matters 未来の財
務・経理機能の目指すべき姿（英語名：
Finance Matters: Finance Function of 
the Future）」において、CFOの役割は
財務・経理の責任者から、効果的なナビ
ゲーションのための環境づくりを行うCPO

（最高業績責任者）へ変化すると予測し
ている。また、別の報告書である「未来の
働き方：2022年までの変遷と展望（英語
名：The Future of Work: A Journey to 
2022,）」においてはCPOを人事および財
務・経理部門を統括した文字通りの「最高
業績責任者」として紹介している。企業の
業績を包括的に管理し、科学的根拠を用
いて経営意思決定を支援するCPOの出
現は、この未来に向けた不確実な状況の
なかでビジネスを率先してナビゲートし、
企業が戦略的な対応をとり、それによっ
て成功を実現することを可能にする。

これまで企業における経営管理機能に
おいて財務・経理と組織・人事は明確に
異なる業務機能であった。しかし、未来に
おいては各事業部門の先行きに関して財
務・経理面のアドバイスをCEOに対して行
うことだけではなく、事業部門だけでは決
定することのできない一連のアクションプ
ランを策定することが必要となり、そのた
めには両業務機能の協力が必要となる。

クラウド型ERPの旗頭であるWorkday
の特徴は、財務・経理機能と組織・人事
機能の融合にある。これまでのERPの
導入において人事管理は別のスキーム
で導入されることが頻繁に見受けられ
た。これは人事機能が特殊な業務領域
として存在していたからである。しかし、
Workdayにおいて財務・経理機能は人
事機能の導入を前提としている。これは
前述のCPOの実現を可能にする基盤と
なるだろう。未来の企業経営において財
務・経理と人事機能を効果的に結びつけ
るために、Workdayの導入がその変革
を手助けする。

未来の企業経営において財務・経理と
人事機能を効果的に結び付けるために
Workdayの導入がその変革を手助けする。
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